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団体懇談会への報告メモ 

2019 年 9 月  石川たえ 

◇9月議会の特徴 

 副首都を建前に、制度設計として大阪都構想、経済成長として大阪万博と IR に邁進。府

民生活は振り返ることは全くなしが顕著に。 

 

１、副首都大阪 

 ◆「連携強化」の名前でさらにすすめられる統合 

  ①新たに堺市が参加することによって、府市統合案件が加速 

   ＊堺泉北ニュータウンの再開発、港湾の一元化、府大市大の統合など 

  ②港湾の一元化 

  ③水道の一元化 

   ＊水道施設の運営権を民間事業者に設定できる（改正水道法） 

  ④「選択と集中を忘れない、外部機関との連携を前提とする」大学統合 

   ＊森ノ宮キャンパスの建設（１千億円とも）。なるべく民間資金を活用する 

 ◆副首都にふさわしい大都市制度 

  ①経済効果について、「財政効率化効果額は 1年間で 1000 億くらい。10 年で 1兆円効

果が見込める」（8月 26 日法定協での嘉悦学園報告） 

  ②今後のスケジュール 

   ＊今年度中に、各会派の提案内容についての協議（9月）、協定書案の方向性の確認、

国との事前協議、協定書案提示 

   ＊来年度には協定書案をとりまとめ、国と協議、協定書決定、府市両議会の議決を

へて、秋から冬に住民投票 

  ※「東京は官、大阪は民」。民間でできることは民間でと、公的責任を放棄する方向性

があきらかに（猪瀬発言） 

  ※「都構想は地方自治の破壊、特別区にしても職員や行政運営のコストが増え、住民

サービスは低下する」（山中智子市議） 

 

２、成長する大阪 

 ◆2025 年大阪万博にあわせ、2024 年 IR 開業にむけて動きが急速に 

  ①今年の 4月から事業者コンセプトの募集開始（応募 7社） 

   ＊国が 9月公表の基本方針案で府の先行を追認 

  ②国の基本方針にあわせて実施計画の策定。年内に事業者募集を開始し、来年春には

事業者決定 

   ＊基本方針案公表と大阪先行の追認に「当初のスケジュールに収まった」と知事 
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  ③事業者決定後では、2024 年の開業に間に合わないと環境アセスを府市が先取りで実

施（事業費 7200 万円） 

  ④公共交通戦略の見直し 

   ＊なにわ筋線、左岸線につづき、なにわ筋連絡線・新大阪連絡線、中之島線延伸を

検討 

  ⑤「依存症対策」 

   ＊「ギャンブル等依存症対策推進計画」をつくる（健康医療部）というが実際に治

療を受けた人は 2017 年 370 人、大阪のギャンブル等依存症が疑われる数は概ね

48000 人（過去 1年間）。 

   ＊依存症についての「正しい理解の普及や啓発、予防教育をすすめるため」の DVD

作成 

   ＊医療機関、相談機関、関係団体の相互連携が不十分。シンガポールに学び相談機

関と医療機関が連携した支援体制をつくる。 

  ※そもそもの法的ルールを全く守らず、２０２４年開業をゴールに準備が進められて

いる 

  ※世界最高の依存症対策というが、IR の成り立ちそのものが、依存症をどんどん生み

だす構造になっている 

 

３、切り捨てられる府民生活 

  ①国保は着々と料金統一化をおしつけ、収納担当者会議をへて、取り立ては厳しくな

っているが、市町村に提出を求めていた計画どおりにはすすんでいない 

   ＊大阪は今年度の保険料は軒並み値上げ。 

  ②福祉医療、老人医療廃止激変緩和措置は 2020 年度で終了 

  ③児童虐待対策は「虐待ゼロ宣言」（8/27）。 

   ＊今後の取り組みとしてかかげているのは、LINE 相談窓口の開設にむけた検討、こ

ども家庭総合支援拠点の設置促進 

   ＊児童福祉司配置は毎年 20 人増、8年かけて国基準（－143 人）に合わせる方向 

  ④府営駐車場の廃止。府営住宅はさらに 12000 戸削減 

  ⑤教育はさらに競争としめつけが加速 

   ＊中学生チャレンジテストの見直し 

   ＊小学生力だめしテストの導入 

   ＊他県が３５人学級の実施拡大を行う中で、大阪は全くやる気なし 

   ＊2022 年より大阪市立高校の移管 

  ⑥消費税１０％増税に悲鳴を上げる業者には目もくれず、産業局を立ち上げ、交付金

化 
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  ⑦府大の授業料無償化は、国の大学無償化と私学助成増額分を充てるもの 

 

４、府議会をめぐって 

  ①少数会派の排除 

  ②議会改革検討協議会は「形だけの改革」であり、府民不在 

  ③「身を切る改革」ではなく「身を肥やす改革」に 

  ④決算審査は特別委員会設置ではなく、各常任委員会に付託。問題はあるが、決算質

問が常任委員会内でできることに 

 

５、くらしの実態と要求に基づく告発と運動を大きく広げましょう 

   ＊府議団として、「知事就任申し入れ」「最低賃金引上げ」「来年度予算要望」「府営

住宅についての要望」「災害対策についての要望」と懇談を実施 

 

以上 
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